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韓国IT産業の発展要因に関する諸説検討 
─半導体産業を中心として─
金　　　基　烈*
１．問題提起
　韓国における半導体産業への進出は1965年にさかのぼる。半導体産業に限らず，当時の韓国
産業全体の技術蓄積はゼロに近い状態であった。よって，初期段階においては，これまで世界
の半導体市場を主導してきた日本と米国に技術的な側面で大いに依存するほかなかったのであ
る。ところが，1980年から90年代にかけ，韓国企業の躍進が目立つようになってきた。とりわ
け三星電子は，1992年から世界DRAM市場でトップのシェアをとり，未だにそれは続いている。
そして，こうした財閥企業の躍進もあって，現在は韓国が世界最大の半導体供給国として位置
づけられている。この韓国の高い地位は，多岐にわたる半導体のなかでも，わずか10％前後を
占めているメモリー領域に限られたことではある。だが，これまで先進国の独占状態であった
分野であるだけに，その意味は大きい。
　一方，このような韓国半導体産業の飛躍的な発展は，学界および業界など各方面から注目さ
れ，様々な観点から実に多くの研究業績の蓄積を促してきた。従来の研究は主に，韓国半導体
産業の発展をもたらした本質的な要因を技術発展の観点から探るというものであった。そして，
従来の分析枠組みとして，主に以下の３点に絞られる。
　第１に，より多くのシェアと利益を獲得すべく積極的な設備投資を通じて先進国から製造装
置を導入し生産能力を拡大した。しかも導入された装置には，「半導体製造技術（プロセス技術）」
と「熟練」が組み込まれていたために，韓国企業は容易に高性能の製品を生産することができ
た，と主張する「技術・熟練節約的発展論」である１）。第２点目は，韓国半導体産業の発展は
＊本学経営学研究科　博士後期課程
１）服部民夫（1988）『韓国の経営発展』文眞堂，同（2001）「技術・機能節約的発展の特異性」松本厚治・服
部民夫編『韓国経済の解剖─先進国移行論は正しかったのか─』文眞堂，同（2007）『東アジア経済発展と
日本』東京大学出版会。
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先進国企業からの技術移転によるものであった。そして、導入された技術を足掛かりに，韓国
企業（三星電子）は１MDRAM（以下、Mと略する）世代以後，自社技術開発段階へ移行し
た主と張する「技術移転論」である。そして，第３点目は韓国半導体産業の発展要因を外部的
担い手として，「日米企業」，内部的担い手として「国家」，「財閥企業」の三者の相互関係から
把握するという「三者同盟論」である。
　本稿では分析視角を明確にすべく，こうした各々の論者が，韓国半導体産業に対してどのよ
うな分析視角を提示しているのか，その理論の足跡を辿る。このことを通じて，韓国半導体産
業の発展要因を解明するうえで，どのような視点を組み込んでいけば，より説得力のある分析
視角を見出すことができるのかを考察する。
２．技術・熟練節約的発展論
　「技術・熟練節約的発展論」は，韓国半導体産業に対する分析視角というよりは，韓国産業
全般の工業化について議論している，といった方が正しいかもしれない。ただし，半導体産業
が韓国の工業化において象徴的な役割を果たしていることを勘案すれば，この理論は韓国半導
体産業の分析枠組みとして捉えることも可能であろう。
　服部民夫によれば，使用される技術の性質という点からみれば，技術は機械や未熟練労働力
を使って部品を組み立てることを主とする「組立型技術」と熟練が必要とされる「加工型技術」
に大別される２）。そして，この２つ技術評価軸を基準にして，さらに細かく分類すれば，技術
はそのレベルと性質から４つのレベルに分けられるという。つまり，「標準的／組立型」，「先
端的／組立型」，「標準的／加工型」，「先端的／加工型」である。
　さらに服部は，こうした基準に根拠して，韓国の技術水準を評価すれば，「先端的／組立型」
であり，未だに組立型技術水準に留まっていると指摘している。というのは，国，或いは企業
の技術レベルの高さは，その技術がかなりレベルの高いものであったとしても，その製品を生
産するために必要な部品や機械設備を生産する能力の有無によって規定されるからである３）。
こうした基準からみれば，韓国の製品レベルは高度化にあるとはいえ，その製品を生産するう
えで必要な機械設備や部品の大半を輸入に依存していたことから，技術レベルが「先端的／加
工型」までには達していないと判断できる。
　たとえば，韓国の半導体産業を事実上支配してきた三星電子は，メモリー半導体分野で，
1992年に開発した64MDRAM（以下Mと略する）以降，製品開発と量産の側面において常に
２）服部民夫（2001）前掲書，117頁。
３）服部民夫（1988）前掲書，40－42頁。
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日本企業を先導していた。だが，それを生産するための製造装置や部品のほとんどは日本と米
国から輸入されたものであった。一方，日本企業の場合は韓国企業と同様に「標準的／組立型」
から始まったが，現在は製造装置や部品の大部分を日本国内で生産していることから，技術レ
ベルが「先端的／加工型」であると評価できるのである４）。
　では，韓国半導体産業は何故このような技術水準に留まっていたのであろうか。そして，組
立型技術水準であったにもかかわらず，どのようにして，技術的キャッチアップを果たすこと
ができたのであろうか。この問いに対して服部は，工作機械を含む設備機械の「マイクロ・エ
レクトロニクス（ME）」５）化の動きを指摘している。つまり，工作機械を含む製造装置のME
化は，設計から量産に至るまでの生産工程が電子技術で制御されるため６），製品のより早い，
精密な加工が可能になっただけではなく，製造装置を常に最新のものに代替してゆくことで，
機械のプログラムの中に取り込まれた熟練や最新技術を利用することが可能になった。それは，
加工レベルを急速に上げることを可能にし，後発の韓国にとって「追い風」であった７）。
　すなわち，日本企業が長い歳月をかけて，試行錯誤を重ねて蓄積してきた多くの知識が製造
装置に体化されたために，韓国はそれを購入することによって技術やノウハウを簡単に入手す
ることができた。言い換えれば，日本企業の核心的技術が製造装置に乗って外部に簡単に流出
してしまったのである。その結果，韓国の製品レベルは上昇したものの，それに合わせて，必
要な機械類や部品類の輸入が続けられ，輸入額も年々増大していた。
　こうした事実から，服部は製造装置のME化が韓国の技術蓄積と熟練形成に多大な影響を与
え，急速な生産拡大をもたらしたとしながらも，他面では技術・機能的な蓄積がないがしろに
される根本原因になったと指摘している。よって韓国の技術レベルは，依然として組立型技術
水準から脱皮することができずにいると結論づけている８）。
　一般的に，企業レベルで，技術の開発から新しい製品が生まれるまでの過程を考える場合，
具体的なイメージとして自社のみが保有する内部の技術的資源に基づいて独自性の強い技術を
４）服部民夫（2001）前掲書，118頁。
５）MEとは，ICに体化されたコンピューター（マイクロプロセッサー，マイクロコンピューター）に基づい
た電子技術であり，家電，産業用（OA及びFA）機器に組み込まれ，後者は製造業の工場とオフィスのみ
ならず電信電話，銀行業をはじめとしてサービス業で広く使われている。渡邊進（1992）「マイクロ・エレ
クトロニクスと途上国の雇用・貿易・工業化」『東京国際大学論叢経済学部編』第７号，20頁。
６）張晙昊（1994）「ME化の展開と労働問題に関する研究」『社會科學論叢』清州大学社會科學研究所，
Vol.13，１－２頁。
７）服部民夫（2001）前掲書，114－115，132頁。
８）服部民夫（2001）前掲書，134－135頁。
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開発し，最終的に製品化に繋げていく状況を描くことができる９）。しかし，DRAM産業の場合，
「３年４倍則」ということばが示唆するように，DRAMは３年ごとに，現世代のデバイス（た
とえば，1M）から，次世代（４M），次々世代（16M）と厳格な競争ルールのなかで，しかも
極めて早いスピードで技術が進化していく。
　さらに次世代製品を開発した時点から量産，そして販売といった一連の企業行動を最長でも
３年以内に完了させねばならない。というのも，表１で示しているように，三星電子を含めて
東芝，NECのようなDRAM産業で常に先行してきた大手企業さえも量産技術の確保までに，
約２年の年月を費やしている。つまり，極論かも知れないが，企業としては２～３年以内に量
産体制を構築し，1年以内に何千億円にもなる投資額を上回る売上高を達成させねばならない10）。
世代ごとに若干の差異は見られるものの，DRAMは約２～３年で製品周期の成熟期を迎えて
しまうからである11）。このような競争条件のもとで迅速な戦略行動ができなければ，グローバ
ル競争からの落伍は必至である。保有資源の乏しい韓国としては，自ら新しい技術を開発する
とか，熟練を形成するという時間的余裕がなかったのである。
　つまり，韓国半導体産業の実質的な担い手である財閥企業は，自らの力によって独自性の強
い技術を確保し国際競争力を高める12）ことの重要性は認識しながらも，短期間でキャッチア
ップするには，膨大な資金を動因して，それらのかなりの程度が体化された最新の製造装置を
積極的に導入し，加工度の高い次世代製品を競争相手より先んじて開発・量産できる体制を迅
速に整えていくしかないと判断したのである。そして，この判断が韓国半導体産業の成功に結
び付いた13）。しかし，他面では国産化率の低下や製造装置の輸入依存度が深化する結果を招い
９）柳町功（1995）「韓国半導体産業における技術蓄積と国際競争力」陳柄富，林倬史編『アジアの技術発展と
技術移転』文眞堂，112頁。
10）半導体企業は平均にして売上高の約10％を研究開発に費やしているというデータがある。個別企業から見
れば（1990年基準），Motorola9.5％，三星電子11.8％，NEC14％，金星エレクトロン（現LG電子）33.8％と
なっている。なお，産業全体を基準にした場合，研究開発の投資比率が世界で最も高いと言われている米
国が4.8％である。これらのデータから，半導体開発において研究開発費用の比率は他産業に比して極めて
高いことがうかがえられる（裵容浩（1993）「わが国における半導体産業の現況と課題」第66号，国会図書
館立法資料分析室，５頁）。しかも，これに設備投資費まで加わるとその金額はさらに巨額化していくので
ある。
11）DRAM事業の主な特徴の１つは，基本的に市場の需給バランスにより価格が決まるという点である。1990
年代半ば以降のDRAMの世代別価格推移を見ると，どの世代でも，生産開始の時点では１個当たり30ドル
以上の高い価格がつけられるが，その後，生産量がピークに達すると，５～７ドル程度まで価格が下落し，
最後は１～２ドルまでに暴落している。詳しくは，日経マーケット・アクセス編（2007）『デジタル家電市
場総覧2007』日経BPコンサルティング，443頁を参照されたい。
12）柳町功（1995）前掲書，112頁。
13）渡邊進は，製造装置のME化が途上国の工業化に果たした影響について調査を行い，次のようにまとめてい
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てしまったという指摘もある14）。
　以上のように，技術論的視点にたって，韓国における主要産業の技術蓄積や熟練がどのよう
にして形成されたのかに焦点をあて，その発展要因を製造装置のME化の観点から明らかにし
たところが，服部の貢献といえるだろう。すなわち冒頭でも述べたように，これまで半導体産
業が韓国の主力産業として機能してきたことを考えた場合，その発展要因を分析するうえで有
益な分析枠組みを服部は提示しているのである。
（表１）量産技術の確立にかかった期間
64K 256K 1M 4M 16M
三星電子 82.2～85.1 85.1～86.3 87.3～89.1 89.4～91.2 92.1～94.1
NEC 80.3～82.3 83.1～84.3 85.2～88.1 88.3～90.4 91.1～94.1
東芝 80.1～83.4 83.1～85.1 88.3～90.4 88.3～90.4 91.1～94.1
出所： 裵容浩（1995）「韓国半導体産業の技術吸収と研究開発」ソウル大学博士学位論文，59頁（源資料は
Dataquest）。
　しかしながら，このような分析視角に対して，吉岡英美は三星電子を例にとり，次のように
批判している。「DRAMの場合，次世代製品の開発には，先端プロセス技術が求められるが，
これは前世代で使った素子の加工技術を70パーセントに縮小することで達成される。この微細
化の過程では，前世代の技術では対応できない限界にぶつかることが常にあり，これは既存の
製造装置では対応できない場合が多い。このとき，新しい技術が取り込まれている製造装置を
開発する必要があるが，この新技術のアイデアは半導体製造装置企業（以下，装置メーカー）
ではなく，半導体企業側から発せられることが多い」15）。すなわち，三星電子は製品開発の段
階で生じる技術的な課題に対処するために，装置メーカーと共同開発を積極的に行った。三星
電子が製造装置を開発する際にポイントとなる技術情報を装置メーカーに提供し，装置メーカ
ーはそれをどのようにして製造装置の上に実現するかを検討した16）。
　くわえると，吉岡は「半導体企業がDRAMの次世代製品開発において主導的立場に立つには，
装置企業がいまだ持たない新技術を自ら創出できる能力（技術ニーズの検討と原理実験を行う
など）が不可欠であり，1990年代以降，DRAM製品開発で三星電子が常に先行している事実は，
る。第１は，「ME技術の進歩が早く，また企業間の競争が熾烈であるため，先進国企業は進んで途上国の
企業に先端技術に近いものを提供する」。第２に，「長い経験によって形成される熟練が，今や，ICやNC製
造装置に体化した形で簡単に入手できるようになり，そうした部品を使う産業への技術的な参入の障壁が
減少した」。第３は，「従来の機械に比べると，FA危機の操作技術を習得するのに要する時間は遥かに短い」
（渡邊進，前掲書，29－30頁）。
14）服部民夫（2007）「貿易関係より見る韓国機械産業の競争力」奥田聡編『韓国主要産業の競争力』アジア経
済研究所，51頁。
15）吉岡英美（2006）「韓国半導体産業の技術発展─三星電子の要素技術通じて（日本貿易振興機構アジア経済
研究所）」『アジア経済（アジア経済研究所）』第47巻第３号，３頁。
16）同上書
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それ自体，エンジニア層で「加工型技術」を蓄積し，新しい技術を創出する能力を獲得してい
る証左である」17）。この点を踏まえれば，三星電子は組立型技術の水準ではなく，加工型技術
の水準を越えて，今や「新技術創出＋加工型技術」18）水準に到達していると指摘し，技術・熟
練節約的発展論の見解を退けている。
　要するに，三星電子は1980年代までは製造装置そのものを日米装置メーカーから購入してい
たが，1990年代に入ると，三星電子と装置メーカー間の共同開発の動きが目立つようになって
きた。それはDRAMの集積度の飛躍的向上により，汎用措置の性能では対応し切れなくなっ
たことが背景にある。つまり，三星電子としては，自社が追求する高い性能を持つDRAMの
製造に最も適している特別仕様の装置を取り入れる必要性があったのである。そこで，同社は
装置メーカーへ新しい製造装置の開発を要請するほか，装置に組み込まれる要素技術を開発す
る各段階において，積極的に関与し，主導的役割を収めた19）。当然ながら，これは三星電子が
保有する製造技術（プロセス技術）のレベルが相当の水準まで到達していたからこそ可能であ
った20）。
　それでは，1990年代以降，先進国企業間での韓国企業に対する技術移転を忌避する動きが活
発化するなかで，三星電子は自社に適した専用装置を日本の装置メーカーと共同開発すること
がいかにして可能であったのであろうか。その背景として，1990年代初頭に顕在化した日本半
導体企業（以下，日本企業）の収益力低下の問題を指摘することができる。当時，日本企業と
米・韓・台企業間の収益力の格差は一目瞭然で，その要因として，日本企業のコスト（法人税，
減価償却費など）の負担が大きいことが指摘されていた。日本企業はこうした問題を解決する
ために，半導体事業への投資を抑制していたのである。その結果，装置メーカーに対しても，
価格低減と品質に対する厳しい要求をするようになり，日本の装置メーカーは適正価格で購入
してくれる企業を海外で求めている状況であった21）。さらに，製造プロセスの微細化の進展に
より，1980年代に比べて製造装置の開発に多大な時間と巨額の費用がかかるようになり，装置
17）吉岡英美（2006），前掲書
18）半導体企業の技術レベル評価軸に関しては，同上書，８頁を参照されたい。
19）ヒッペルは大半の製造装置のイノベーションは装置メーカーではなく，半導体企業によって行われてきた
ことを自らの調査から明らかにしている。Hippel, Eric Von (1988) “The Sources of Innovation, Oxford 
University press，榊原清則訳（1991）『イノベーションの源泉─真のイノベーターはだれか』ダイヤモン
ド社，16頁。
20）日本の大手装置メーカーであるアドバンテストの大浦溥社長は，三星電子の技術力について，「三星電子は，
16Mの製造技術（プロセス技術）で日本のメーカーと並ぶ実力をつけている」と評価している。松平由美
子（1993）「16メガDRAM大量産危険承知で日本勢を急迫」『日経ビジネス』1993年８月30日号，40頁。
21）日経BP社編（1995）「収益力拡大への処方箋」『日経マイクロデバイス』10月号，141－144頁。
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メーカーとしては，製造装置を大量に販売していかなければ，収支が合わなくなってきたので
ある22）。
　そういう意味で，市況悪化期でも思い切って膨大な設備投資を断行し，製造装置を適正価格
で，しかも大量に発注してくれる三星電子は日本の装置メーカーにとり重要な取引先であった23）。
つまり，装置メーカーに取り巻く厳しい市場環境は，日本の装置メーカーを三星電子と共同開
発に積極的に向かわせる根本的な誘因になったと考えられる。そして，競争関係にある韓国企
業に対する日本企業の技術的牽制が強まっていくなかで，三星電子は比較的スムーズに必要な
製造装置を手に入れることができた。
　以上のように，服部の分析枠組みに基づいて韓国半導体産業の発展要因を議論すれば，製造
装置におけるME化の急速な進展が韓国半導体産業の発展を促した，という結論が導き出され
てしまう。一方，反論する吉岡は，半導体産業の主な担い手である三星電子の技術力の向上が
次世代向けの新たな製造装置の開発に多大な影響を与えた。そして開発された製造装置を再び
三星電子が購入することで，それが更なる三星電子の技術的発展を促した，と主張している。
　いずれにせよ，韓国半導体産業の発展は，生産の場におけるME化と深い関連性を持ってい
ることは確かなのである。しかしながら，韓国半導体産業の発展要因をこれらのみに求めるこ
とは不十分であろう。というのは，装置メーカーの技術的発展も半導体企業のそれと深い関連
性を持っているからである。半導体企業との共同開発の過程で技術が培養され，それが製造装
置の技術的発展につながる結果となった。つまり，半導体企業と装置メーカーは，歴史的な発
展のなかで，共に技術的進化を成し遂げてきたといえよう。したがって，韓国半導体産業の発
展要因を製造装置のME化に求めるのであれば，韓国の半導体企業が製造装置の発展にどのよ
うな役割を果たしたのか，すなわち産業の「共進化」という視点からも考察されなければなら
22）禿節文（2003）「日本の半導体産業におけるイノベーション経営を実践するための提言」『経済経営研究─
我が国の半導体産業とイノベーション（日本政策投資銀行設備投資研究所）』Vol.23－７，13頁。
23）製造装置分野の技術蓄積が皆無であった韓国企業は製造装置の大半を日米企業から輸入していた。たとえ
ば，半導体プロセス技術の中心であり，製造装置のなかで最も多額の投資が必要とされる「リソグラフィ
製造装置」に関しては，日米企業と８年の技術格差があり，これらの基本製造装置はほぼ全量を輸入に依
存している（前田和夫（2002）『はじめての半導体製造装置』工業調査会，40頁，産業研究院（1994）『2000
年代先端技術産業のビジョンと発展課題─半導体・LCD産業─』，63頁）。よって，韓国企業は毎回の製造
装置の購入に膨大な資金を投じてきたわけだが，1993年度の場合，製造装置の購入に14億ドルを費やして
おり，そのなかで，51％にあたる７億６千万ドルは日本の装置メーカーからの購入であった（半導体産業
協会編（1995）『韓国半導体製造装置動向』，54頁）。これらは三星電子固有のデータではないが，「製造装
置に関して，三星電子に匹敵する台数を量産工場に導入しているDRAM企業はない（吉岡英美（2006），11
頁）」ということばが示唆するように，韓国半導体産業の設備投資額において同社が占める比率を考慮する
と，これら製造装置の大半を三星電子が購入したものだと推測される。
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ない24）。
　それと関連して，「技術・熟練節約的発展論」で看過しているもう１つの点は，既述のように，
1990年代に入ると，三星電子は製造装置を単に購入するばかりか，自社に最も適している特別
仕様の装置を開発するために，複数の装置メーカーと共同開発を行った。つまり，吉岡が指摘
するように，「製造装置に体化される新技術のアイデアは，必ず半導体企業の側から発せられ，
装置メーカーから出されることはない」25）としても，装置の開発を三星電子独自で行ったわけ
ではなく，装置化するための技術については装置メーカー側が担っていたはずである。という
のも，新技術を装置化するには，長年の技術蓄積が必要であり，装置化の技術をも自社内で保
有している半導体企業は限られているからである26）。
　また，佐久間昭光が述べているように，半導体産業において半導体の製造プロセスに関する
技術と，それを装置化するための技術は，それぞれ半導体企業と装置メーカーが互いに独立に，
保有している。したがって，半導体企業によって開発された新しいプロセス技術が，技術革新
を含意する特別仕様の装置として実現するためには，この技術情報を装置メーカーへ事前に開
示しなければならない。そして，半導体企業は新しく開発された製造装置を実際に使って評価
し，性能を確認する。その過程で得られた評価データは装置メーカーにフィードバックされ，
製造装置の完成度を高めるための改良，改善に生かされるのである27）。
24）佐久間照光と米山茂美は，産業の「共進化」という概念を用いて，日本の半導体製造装置産業の発展を分
析し，同産業の発展は日本のデバイス産業との相互作用のなかで競争力を獲得していったことを明らかに
している。詳しくは，佐久間照光・米山茂美（1991）「イノベーションと産業進化」『ビジネス・レビュー』
Vol.39 No.１を参照されたい。
25）吉岡英美（2005）「韓国半導体企業の技術力に関する考察─三星電子の要素技術会開発の事例を通じて─」
『Discussion Paper Series─技術革新型企業創生プロジェクト─』#05-11，ルネッサンスプロジェクト，２
頁。
26）佐久間照光・米山茂美（1991）「イノベーションと産業進化」『ビジネス・レビュー』Vol.39，No.1，20頁。
くわえると，半導体製造装置における世界マーケット・シェアの上位10社のなかで，9社が日米企業（その
内，日本が５社）で占められている（産業タイムズ社（2000）『半導体産業計画総覧2000年度版』，598頁）。
とくに「史上最も精密な機械」（株式会社ニコン精機カンパニーHP参考http://www.ave.nikon.co.jp/pec_j/
products/pdf/NSR.pdf,2010.9.30），「ウェハープロセスを代表する製造装置であり，その導入台数でそのラ
インの能力，製造原価などが明らかになってしまう」（前田和夫（2002）前掲書，20頁）ともいわれる半導
体露光製造装置（ステッパ）の世界マーケット・シェアでは，ニコンが１位（44％），キャノンが３位（22
％）を占めるなど，最重要な製造装置市場における日本企業のマーケット・シェア率は非常に高くなって
いる（産業タイムズ社『半導体産業計画総覧』1998年度版，550頁）。これらの数値から，有効的な装置化
技術は日米企業に集中していることが窺える。こうしたなかで，半導体における製造装置の９割以上を外
国からの輸入に依存してきた三星電子が装置化の技術まで保有していたとは到底考えられない。
27）佐久間昭光（1998）『イノベーションと市場構造』有斐閣，59－60頁。
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　これが意味することは，半導体企業と装置メーカーは互いに保有する技術領域が明確に区分
されており，したがって新しい装置を開発するためには，製品開発の各段階において両者間で
緊密な協力関係を構築することが必要不可欠であるということである。そして，このような過
程を辿って，半導体企業は自社の仕様に合った装置を手に入れることができるし，装置メーカ
ーは半導体製造プロセスに関する技術を蓄積することが可能になり，これらの技術は，やがて
国際競争力を築く土台となるのである。さらに，開発された装置は半導体企業がすべて購入し
てくれるので，装置メーカーとしては販売先が保障され，結果的に膨大な開発費の早期回収が
できるというメリットもあった。すなわち，共同開発を行うことによって両社が享受するメリ
ットは，それぞれの中核的な資源を持ち寄ったことで生まれた結晶であると指摘できよう。
　以上を踏まえれば，三星電子と装置メーカー間で行われていた製造装置の共同開発は両社が
パートナーとなり，欠落している技術的資源を相互補完するといった相互作用に基づく明らか
な戦略的提携の１つの形態であり，韓国半導体産業の発展要因を製造装置のME化と関連づけ
て議論するのであれば，戦略的提携論の領域まで踏み込んで検討すべきである，というのが筆
者の立場である。しかしながら，服部が展開する「技術・熟練節約的発展論」では，戦略的提
携の視点からの分析は行われていない。
３．技術移転論
　技術移転論とは，途上国が最も近代的で資本集約的な技術を導入し，そこから便益を得てい
る現象を指摘したものである。すなわち，技術蓄積がないに等しい韓国企業が先進国企業から
導入された先端的な技術を吸収・改良し，自社内のR&Dに結び付けることで，最終的には先
進国企業と対等な立場で競争できるような製品に繋げていくというものを描いたものである。
　そして，これまで，技術導入は韓国企業のような技術蓄積が希薄な後発企業において最先端
産業へと参入できる唯一な手段として認識されてきた。実際，韓国企業は件数を調べること自
体が無意味であるほど，数多くの最先端技術を日米企業から導入している。こうした背景から，
柳町功は1980年代後半までのDRAMビジネスにおける韓国企業の成長は，まさに先進国から
の技術導入よって支えられていたと主張している28）。
　裵によれば，これまでの韓国半導体産業に関する先行研究の多くは，発展をもたらした要因
として，国家の役割や国際的要因にくわえて，経営者のカリスマ性などが指摘されてきた。確
かに，これらは看過しえない重要な要因であることには違いないものの，副次的なものにすぎ
ず，それをもって韓国半導体産業の発展要因を解明することはできないとしている。
28）柳町功（1995）前掲書，113頁。
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　そして，本質的な発展要因を探るためには，半導体企業の「技術能力の発展」という内的動
因に焦点を絞ったミクロ・レベルでの分析が必要であるが，そのような研究はほとんど行われ
てこなかったという29）。つまり，これまでの韓国半導体産業に関する様々な研究は，外的要因
ばかりに注目が集まり，その発展要因を網羅的に指摘するものが多かった。その結果，半導体
産業を事実上リードしてきた韓国企業の技術発展プロセスに関する議論までには至らなかった
のである。
　このような状況のもとで，裵は企業内のR&D（研究開発）能力の向上とそれに伴う技術革
新こそが，韓国半導体産業の発展に大きな影響を与えた，と考えた。ここで指摘するR&Dとは，
「人間，文化及び社会などに関する包括的な知識の蓄積を目的に遂行される体系的，かつ創意
的な作業」と定義され，「基礎研究」，「応用研究」，「開発及び実験的研究」に大別されるという。
まず，基礎研究とは，「応用や実用性を念頭におかずに観察された事実，または現象に内在す
る基礎知識を得るために行われる研究，或いは実験」のことを指し，応用研究は，「ある目的
を達成するうえで必要な新しい知識を得るために遂行される創意的研究」のことを意味する。
そして，開発，或いは実験的研究は，「様々な経験（研究成果など）から蓄積された知識を背
景に，新しい製品や工程技術などの開発，或いは既存のものを根本的に改善する目的で行われ
る体系的作業」であるとしている30）。
　しかし，韓国企業のような発展途上国の企業が行っていた研究開発の大半は，創意的ではな
く，先進国企業からの技術導入に深く依存したうえでの模倣による技術開発が主流であった。
それゆえ，これらの概念をもって発展途上国の技術発展を論じることは難しいと批判している。
というのも，発展途上国の企業が自力でのR&D活動を通じて，新製品や新工程を開発した事
例はほとんどないからである。したがって，R&Dとは，「企業が目的を達成するために必要な
技術を自ら開発するため，体系的に努力するすべての過程」と理解されるべきであり，こうし
た一連の研究活動の成果としてあらわれるのが「技術革新」であるという31）。
　要するに，企業のR&D活動とは，「競争優位の源泉になりうる最先端技術を創造するために，
自社内部に蓄積されていた独自のノウハウや知識に基づいて行われる企業行動」と定義される
のが一般的であるが，発展途上国の企業はこれらの蓄積が少ない。したがって，財閥企業が単
独で新製品や新工程を創りだすことは，ほぼ不可能に近い。それゆえ，先進国企業からの技術
導入は必然的なものであったといえよう。
29）裵容浩（1995）「韓国半導体産業の技術吸収と研究開発─三星電子（株）の事例研究─」ソウル大学校大学
院経済学博士学位論文，２－３頁。
30）同上書，14頁。
31）同上書，15頁。
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　つまり裵は本研究で，技術導入が韓国企業にとり発展の重要な源泉になっていることを指摘
する一方で，韓国企業のR&D活動を分析する際には，これまでのように，「創造する」ことば
かりに視点をおかずに，先進国企業が既に創造しているもの（たとえば，最先端技術）を自社
内に取り込むための一連の努力をも視野に入れて分析する必要性を説いているのである。
　こうした問題意識のもとで，裵が注目したのは韓国半導体産業の技術発展プロセスであった。
彼によれば，事業体制の変化，技術的な発展を考慮した場合，韓国の発展は３段階に分けて把
握することができるという32）。
　まず，第１段階は，1965年から1974年までであり，主にアメリカ半導体企業の対韓直接投資
が活発に行われた時期である。第２段階は，1974年から1983年までの単純組立て生産が行われ
た時期である。そして，三星電子がDRAM事業に参入した1983年から現在に至るまでが第３
段階であり，財閥企業の積極的な投資行動によって，韓国がDRAMを含めてメモリー分野の
全体において日本と米国を完全に凌ぐほどの飛躍的な技術的発展を成し遂げたのがこの時期で
あったという。
　ここで特筆すべき点は，これらの各段階で見られる特徴として，すべての発展段階は技術導
入から始まり，「吸収・消化→改良→自主技術開発のプロセス」を辿っているということである。
これは，技術力において先進国企業の後れをとっていた韓国が製品の高度化を図るために，先
進国からの技術移転に依存することは必然的な結果であった。ただし，ここで重要なのは，韓
国は技術移転ばかりに依存したのではなく，導入された技術を足掛かりに自主技術開発段階へ
と徐々に移行していたということである。
　たとえば，三星電子による64K世代と256K世代は日本のシャープと米国のマイクロン・テク
ノロジー社からの技術導入を通じて開発に成功している。ただし，導入された技術は自社内で
効率よく吸収及び消化される一方，技術の自立化を目指して，自らの改良・改造を推進すると
いう企業独自の努力があった。そして，これらの経験を有効に生かすことで， １M世代以降，
三星電子は自主開発段階に移行したと，裵は評価している33）。
　さらに，三星電子は自主開発段階への移行を目的に，研究開発の整備を進めていた。これに
ついて裵は２段階に分類して分析している34）。第１段階は，米国に現地法人を設立し，それを
通じて技術が培養され，人材育成が行われていた段階である。現地で雇用された在米韓国人は，
米国の半導体企業で勤務していたキャリアを持ち，半導体の研究開発と生産分野に深く関わる
ことで，三星電子の技術力向上に大きく貢献した。また，技術者の教育を担当することで，三
星電子の人材育成にも一定の役割を果たしている。こうした現地法人の設立について裵は，技
32）同上書，22－23頁。
33）同上書，45－51頁，55－57頁，75－78頁。
34）同上書，110－113頁。
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術蓄積の乏しい三星電子が半導体産業で生き残るためには，これ以外に選択肢はなかったとし，
最も正しい選択であったと評価している。
　第２段階は，研究開発能力の向上を目的としたメガ世代の試作ライン建設と器興ULSI（Ultra 
Large Scale Integration）研究所の設立である。上述のように，現地法人の設立により，三星
電子の研究開発能力は急激に高まった。しかし，こうした米国現地法人を中心とする研究開発
体制は三星電子の生産拠点が韓国国内にあるため，国内の研究開発能力の向上という側面から
みれば，大きな限界性を有していた。したがって，研究開発と生産をより効率的に行うために
は，国内における研究開発体制の整備は必要不可欠であった。こうした問題意識のもとで，三
星電子はメガ世代試作ラインと器興ULSI研究所を設立し，研究開発能力を高めるために努め
た。
　まず，メガ世代の試作ライン建設により，自主技術開発体制の基盤構築と半導体製品におけ
る設計技術及び単位工程の研究開発能力が向上した。また，CADシステムの拡充及び設計自
動化の推進によって，開発期間が大幅に短縮されるなど，メガ世代の試作ライン建設は，三星
電子に様々な技術的な成果を齎した。一方，ULSI研究所の設立は，富川工場と米国の現地法
人と共に，それぞれの異なった技術分野の研究開発を集中的に行うことが可能となり，技術開
発能力がより一層高まった。また，生産体制と関連して，多様化する市場需要に迅速な対応が
できるようになっただけでなく，多品種少量生産を実現するための分業体制を構築することが
できた。このように，メガ世代の試作ライン建設とULSI研究所の設立は三星電子が自主技術
開発体制を構築するうえで，重要な役割を果たした。
　裵の研究における最も大きな意義は，三星電子を事例にとり，同社における技術蓄積の過程
を，技術導入段階から完全に吸収・消化される段階，そして改良・改善段階を経て，次の自主
技術開発段階に至るまでの一連のプロセスを明らかにしている点である。すなわち，これまで
のように，韓国企業は日米企業からの技術導入ばかりに依存して発展してきたという，いわば
従属論的な視点ではなく，技術導入に依存しつつもそれを十分に利用し，R&D能力の向上に
向けて独自の技術能力発展プロセスを構築していた，という内部的要因，つまり企業の努力に
フォーカスを当てて，その発展要因を明らかにしているのである。
　しかしながら，こうした裵の研究には検討すべき問題がある。それは，1M世代以降，三星
電子は製品の開発をすべて自前で行うという自主技術段階に移行したと，主張している点であ
る。ところが，吉岡が指摘しているように，DRAMは集積度が増すにつれて開発の難易度は
高くなるはずである35）。つまり，ある程度高集積化したところで，三星電子の自主開発能力で
は対処しきれない後発企業の技術的限界が生じるはずなのである。それは，三星電子における
35）吉岡英美（2010）『韓国の工業化と半導体産業─世界市場におけるサムスン電子の発展─』有斐閣，25頁。
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256M（1992～94年に開発）の開発事例をみると一目瞭然である。
　256Mは，16Mや64Mの開発と量産を通じて蓄積した技術と経験では対応できない新しい概
念の技術開発が必要とされ，費用の面でも64Mに比して２倍以上の研究開発の投資が要求され
るものであった36）。とくに，微細加工技術である0.25μm線幅具現が必要とされ，64M（0.35
μm），16M（0.5μm）の量産製品に比べて，技術的なハードルが高いうえに，課題も多く残
されていた37）。しかし，当時の三星電子の技術水準は0.3μm線幅具現の研究段階に留まってお
り，先進国企業とは約１年の技術格差があった。しかも，これらの256M関連の微細加工技術は，
同社において最も脆弱な技術分野として指摘されてきたものである38）。
　こうしたなかで，1994年３月，三星電子はNECと256Mの共同開発で戦略的提携を結んでい
る。この提携は，膨大な研究費用の負担を軽減することを主な目的としていたが，その他に三
星電子がNECに対して0.25μm線幅具現の加工技術を利用した論理回路についての技術協力を
要請していた39）。そして，1994年８月に世界で始めて256Mの試作に成功している。また，三
星電子は同年において，NEC以外にも，さらに９件の半導体関連の戦略的提携を締結しており，
これは件数として世界半導体企業のなかで９番目に多いものであった40）。
　以上の事例は，256Mの開発は三星電子の自主技術開発能力をはるかに超える難易度の高い
技術領域であることを意味するものであり，技術的限界に直面した三星電子が，その代替策と
して自主技術開発と並列して戦略的提携を積極的に活用してきた証左として見るべきであろ
う。しかし，裵の研究では戦略的提携を，韓国企業の技術レベルが相当の水準までに到達して
いることを示すものとして用いられることはあっても，それが半導体産業の発展にどのような
役割を果たしたのかについて関心を向けることはなかった。
　さらに，もう１つの問題点は，裵の研究では上述のように，三星電子の技術蓄積の成果をあ
らわす指標として日米企業と行った戦略的提携の事例を指摘しながらも41），それらの提携が戦
略的であったかどうかについては全く考慮されていないという点である。「戦略的提携」と単
36）韓国科学技術処（1992）『21世紀先導技術開発事業─超高集積半導体（256M）研究企画案─』，21頁。
37）三星電子株式会社編（1999）『三星電子30年史』，384頁。
38）三星電子における微細加工技術の技術評価については，産業研究院，前掲書，62，81頁を参照されたい。
39）毎日経済新聞1994年３月２日付け（韓国語），NECは1992年に米国の半導体企業AT&Tと0.25μm線幅具現
に対する技術提携を締結した経緯を持っており，この提携を通じてかなり程度の技術蓄積があったと推測
される（同，1992年７月15日付け）。また，産業研究院の朱大永は，三星電子とNEC間で行われていた戦略
的提携をついて，「三星電子はNECの256M分野の設計及び基礎技術を獲得することができると判断される」
と指摘している。詳しくはオサンボング他（1999）『産業別戦略提携─国内12個産業を中心に』産業研究院，
109頁を参照されたい。
40）毎日経済新聞，1995年３月24日付け（韓国語）。
41）裵容浩（1995）前掲書，92－94頁。
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なる「提携戦略」とは性格的に異なった意味合いを持っているため42），それを明確にしないま
ま，戦略的提携の事例を取り上げても，発展の成果をあらわすデータとしては，何の意味も持
たないのである。というのは，戦略性を含まない単なる提携であれば，場合によっては相手企
業の技術的レベルに関係なく締結されるケースも多いからである。したがって，技術的発展の
成果として，提携を取り上げるのであれば，戦略的提携に対する理解とその戦略性を確認する
作業が不可欠となろう。
４．三者同盟論
　宋娘沃によれば，これまでの韓国半導体産業の発展要因に関する分析枠組みは，その発展要
因を国家の産業政策に焦点を当てた「国家論的見解」と個別企業の経営戦略や組織構造に求め
る「企業戦略論的見解」の二分法的解釈が支配的であったとされる。しかし，これらの議論は，
1つの側面のみをクローズ・アップしているので，その全体像を解明することはできず，その
有効性が問われている，とする43）。そこで，宋はエヴァンスの「三者同盟」44）の概念に依拠し，
韓国半導体産業の発展要因を，「国家」，「財閥企業」，「米・日半導体多国籍企業（以下，日米
企業と略す）」の三者の相互関係をも考慮しながら分析する必要があると主張している。
　すなわち，宋は，これまで三者同盟という視点に立ち韓国の工業化を解明しようとした研究
はいくつかあるものの，これらもまた，いずれか１つの担い手に力点が置かれ過ぎて，三者の
利害関係や相互関係が十全に展開されていないことに問題点があると指摘し，韓国の経済発展
を牽引してきたこれらの三者が互いに異なった利害関係を持ちながら，他方では相互関係を持
っていることを捉えるという視点に立つ必要があると主張している（図１）45）。以下では，宋
42）内田康郎（1997）「国際的な企業間提携にみる戦略的性格の形成と成長─半導体産業における競争戦略の質
的変遷のメカニズム─」『横浜国際開発研究』第２巻第１号，107頁。
43）宋娘沃（2005）『技術発展と半導体産業─韓国半導体産業の発展メカニズム─』文理閣，41－42頁。
44）アメリカの社会学者ピータ ・ーエヴァンス（Peter Evans）は，1979年に出版した著書『従属的発展（Dependent 
Development: the Alliance of Multinational， State, and Local Capital in Brazil, Princeton: Princeton 
University Press）』のなかで，ブラジルの経済を支えているのは民族系民間企業，外資系企業，政府系企
業の３つの資本形態の企業群であり，はそれぞれ異なる利害関係をもちながらも，資本主義システムに参
入するに当たって「三者同盟（the triple alliance）」を形成していると述べている。Peter Evans（1979），
Dependent Development : The Alliance of Multinational, State, and Local Capital in Brazil, Princeton 
University Press.
45）宋は，以下の著書を参考にして議論している。金泳鎬（1988）「脱植民地化と第四世代資本主義」『岩波講座：
近代日本と植民地 ８─アジアの冷戦と脱植民地化─』岩波書店，朴一（1999）『韓国NIES 化の苦悩─経済
開発と民主化のジレンマ─［増補版］』同文舘。
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の研究について検討していくことにする。
（１）国家の役割
　宋は，国家の産業政策を韓国半導体産業の発展に多大な貢献を果たした重要な一要因として
位置づけている。そして，国家の役割を時期別に区分して検討しているが，その内容をまとめ
ると以下のようなものである。
　①第１期：1966年から1973年まで
　外資導入法：韓国半導体産業の形成はアメリカ半導体企業の対韓直接投資，或いは技術移転
を行ったことから始まっている。そして1966年国際収支の改善に有効に貢献するという目的で
制定された「外資導入法」により日米多国籍企業が電子産業へ続々と進出することとなった。
この外資導入法の内容は，外資企業に対する対韓直接投資の手続きの簡素化と租税減免といっ
出所：宋娘沃（2005）『技術発展と半導体産業─韓国半導体産業の発展メカニズム』文理閣をもとに筆者作成。
（図１）韓国半導体産業の発展と三者の相互関係
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た様々な優遇措置をとり，外資企業の誘致を積極的に行うというものであった。1971年商工部
は外資導入法の目標を遂行するため，「馬山輸出自由地域」を設立し，地域の外資企業に対し
て様々な税制優遇など様々な特恵措置を積極的に行った。この地域は，輸出の振興と雇用の増
大および技術の向上，地域社会開発などを通じ国民経済の発展に寄与することを目的として設
立され，外資企業による総投資額は8,470万ドルに達し，そのほとんどは日本企業の投資であ
った46）。
　電子工業振興法：1966年に，韓国政府は電子産業を輸出戦略産業として指定し，1969年には，
「電子工業振興法」を制定した。それに伴い，商工部は「電子工業８ヶ年計画（1969～1976年）」
を発表し，電子産業育成を推進するようになった。そして，その一環として1971年亀尾に「亀
尾電子工業専門団地」を造成し，外資企業に対して特恵措置を行った。また，政府研究機関（韓
国科学技術研究所，国立工業研究所）や専門機関（韓国電子工業協同組合）を次々と設立し，様々
な支援と先進国企業の技術確保に貢献した47）。
　このように，韓国半導体産業の形成期においては，国家の産業政策と米・日多国籍企業の対
韓投資戦略との相互関係を通じて展開されてきた。つまり，国家の外資導入政策により，米・
日多国籍企業の対韓投資戦略が活性化され，韓国半導体産業の技術蓄積に一定の役割を果たし
たのである。
　②第２期：1974年から1986年まで
　技術導入自由化政策：この時期の韓国経済はオイルショックによって国内産業は深刻な打撃
を受ける一方で，日・米多国籍企業は対韓投資のメリットを喪失し，撤退をし始めていた。さ
らに，1975年における韓国電子業界は，輸出用家電製品の増加と家電製品の国内需要の高まり
によって半導体需要が急増した。しかし，この時期の韓国は半導体部品のほとんどは日本から
の輸入に依存していたため，安定した供給ができず，幾度も半導体部品の不足を経験していた。
こうした状況のもとで韓国としては，半導体部品の国産化が緊急課題となり，このような課題
に応えるために，韓国半導体産業の担い手が米・日多国籍企業から財閥企業へと移り変わった
のである48）。
　しかしながら，財閥企業は半導体分野に関する技術的資源やノウハウをほとんど保有してい
なかったために，これまでの米・日多国籍企業のように，半導体産業の担い手として十分な役
割を果たすことはできなかった。それゆえ，政府は技術導入の重要性を認識するようになり，
1978年に技術導入自由化政策をスタートさせ，段階的に施行した。すなわち， 1978年４月の技
術導入自動認可制から，幾度の改正実行の末，1984年には申告制へと転換になり，外資導入に
46）宋娘沃（2005）前掲書，143－144頁，148－149頁。
47）同上書，144－145頁，149頁。
48）同上書，150－151頁。
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対する手続きが大幅に簡素化されたのである49）。
　政府研究機関の設立：国家は1976年電子産業の高度化に必要な基盤技術力に貢献し，半導体
産業の支援することを目的に韓国電子研究所（KIET）を設立した。このKIETの設立につい
て宋は，「新技術の伝播，製造技術の共同利用を誘発して企業の負担を最小限にしたこと，半
導体の部品，材料の供給，検査業務を主として半導体製造装置を必要とする機関や半導体企業
に売却，無償譲渡して半導体研究の拡大に寄与した。こうしてKIET は半導体の技術的土台を
作り，技術伝播のための研究開発を充実させる任務を担った」50）と評価している。
　③第３期：1986年から1997年まで
　共同研究開発政策の推進：上述のように，韓国の半導体産業の発展において先進国からの技
術導入が果たした役割は極めて大きい。しかし，80年代に入り，三星電子のような有力なプレ
イヤーが登場すると激しい技術牽制を受けるようになり，これまでのような技術導入が容易で
はなくなった。さらに，ロイヤリティの支払いや半導体事業に対する設備投資と研究開発費の
巨額化は韓国企業にとり，大きな負担になっていた。そこで科学技術処の主導のもと，半導体
産業の技術高度化をおよび自主技術の基盤形成を目的に，「超高集積半導体技術共同開発」プ
ロジェクトが推進されるようになったのである51）。また，半導体共同研究開発の組織と管理の
面では，総括機関としての電子通信研究所（ETRI，現在の韓国電子通信研究院）が研究管理
の遂行，共同研究開発の事業推進における意思決定，技術管理など政府と半導体企業との調整
機能を担った52）。このプロジェクトは，メガキャリアーごとに違いはあるものの，三星電子，金
星エレクトロン，現代電子産業の３企業と20以上の大学が加わり，総額4611億ウォンの研究費が
費やされた。このなかで，全体の約40％に当たる2064億ウォンは政府からの支援金であった53）。
　この共同研究開発について，裵は「政府がDRAM開発を積極的に支援することで，企業の
経済的，技術的なリスクが軽減されたこと，参加企業間の技術共有が円滑に行われ企業の技術
能力が向上したこと，参加企業に新しい競争の場を提供することで企業の競争意識が高まり，
技術開発競争が加速化されたことに大きな意義がある」54）という。また，宋は，「半導体共同
研究開発では，DRAM製品技術と工程技術に重点が置かれ，「日・韓逆転」の重要な礎になった」55）
と指摘している。
49）宋娘沃（2005）前掲書，155頁。
50）同上書，34頁。
51）同上書，160－161頁。
52）朴英元（2008）「韓国半導体産業の歴史と企業戦略」『同志社大学ワールド・ワイド・ビジネス・レビュー』
第９巻第２号，192頁。
53）宋娘沃（2005）前掲書，161－162頁。
54）裵容浩（1995）「半導体共同研究開発の成果と限界」『立法調査研究（韓国国会図書館）』第236号，127頁。
55）宋娘沃（2005）前掲書，25頁。　
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　以上のように，韓国半導体産業の発展に対する国家の役割は，半導体産業の競争環境におけ
る急激な変化の流れのなかで，企業活動の政策的支援を行い，財閥企業の研究開発に対する負
担軽減と導入技術の吸収・消化を促し，技術力の成長を促進させる環境を整えたことである。
（２）財閥企業の役割
　上述のように，財閥企業が半導体産業へ本格的に参入するようになったのは，1980年代に入
ってからのことである。当時の財閥企業，特に三星電子は半導体事業を展開するための資金，
設備，技術のいずれも持っておらず，政府からの支援と日・米多国籍企業からの技術導入に頼
らざるをえない状況であった。ところが，わずか10年あまりの間に世界DRAM市場シェアの
企業別順位でトップの地位を獲得する。宋はこうした財閥企業の急成長を，①集中化戦略，②
跳躍戦略，③並列開発システムという３つの半導体成功戦略に求めている。以下では，それに
ついて，順に見ていくことにする。
　①集中化戦略：財閥企業は，半導体のすべての製品分野で事業を展開してきたわけではない。
多岐にわたる半導体のなかでメモリー製品，とりわけDRAMに事業領域を集中させてきたの
である。ただし，半導体事業の初期段階においては，DRAMとSRAMのなかでどの製品を選
択するかが大きな問題の１つであった。こうしたなかで三星電子は熾烈な価格競争と供給過剰
が懸念されるものの，市場規模が大きい上に後発企業の参入が容易であるという点，標準化が
進んでいるという点，投資の回収期間が短く，再投資の機会が多いという点，技術確保が比較
的に容易であるという点などから，戦略製品としてDRAMを選択したのであった56）。
　②跳躍戦略：これは，シュンペーター学派が提唱した理論であり，企業が技術革新の中間段
階を「とばす」ことである。後発企業が技術発展のプロセスを上手にとばすことで，先行企業
との技術格差を縮め，最終的には先行企業を追い越すことが可能になる57）。たとえば，三星電
子の64KDRAM（以下Kと略する）の生産では，4インチウェハが採用されたが，256Kからは
６インチが採用された。つまり，5インチを省略することで，米・日企業との技術的の差を縮め，
少しでも早くキャッチアップをしようとする戦略的な狙いがあったのである58）。
　③並列開発システム：財閥企業における半導体開発システムの特徴は，並列開発システムと
タスクフォース・チーム（task force team）制度を構築していたという点にある。さらに，米
国の現地法人とも並行して研究開発を行った点である。
　まず，並列開発システムとは，DRAMの技術開発を一世代ごとに進めるのではなく，集積
56）宋娘沃（2005）前掲書，79－80頁。
57）李根（2004）「Emerging Digital Technology as a Window of Opportunity and Technological Leapfrogging 
─Catch-up in Digital TV by the Korean Firm─」『赤門マネジメント・レビュー』第３巻第９号，479頁。
58）宋娘沃（2005）前掲書，81－82頁，108－109頁。
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度の異なる２世代の開発を同時並行的に行う開発システムのことである。このシステムは日本
の東芝や日本電気などで一般的に行われている開発方式であるが，財閥企業が有効的に遂行し
た。たとえば，同社は４M，16M，64DRAMの３世代の製品開発を同時に行ってきたが，こ
れはDRAMの場合，開発から量産に至るまでの期間が５年ほどかかるのに対して，製品が出
荷され，成熟化に向かうまでの期間は３年以内というミスマッチ問題に対応するための戦略で
あったといえる。
　次に，タスクフォース・チームとは，新製品を開発する期間だけ一時的に設置される臨時の
組織のことである。これは，生産工程部門と研究開発部門の間に有機的な関係をもった組織で
あり，開発のすべての権限を持っている。スタッフはそれぞれの関連する部門から横断的に抜
擢され，製品の開発から完成まで共同で作業を行う。また，製品開発の進行状況に応じて，ス
タッフが双方向的に移動し合うという柔軟な組織体制を持っている59）。この制度は，柔軟，か
つ迅速な問題への対処ができるほか，一箇所に企業の資源を集中させるため，高い成果が期待
できると言われている。
　それともう１つは，韓国企業は米国の現地法人と並行して研究開発を行った。たとえば，三
星電子は，次世代製品の研究開発を現地法人と同時に推進させることによって，相互補完的な
効果が生まれ，海外子会社からの技術獲得が可能となったのである。このように，三星電子が
国内の技術能力と海外現地法人の技術開発を連携して推進したのは，外部資源を利用し，製品
開発を集中的に行うためであった60）。
　以上の通り，財閥企業は戦略の方向性をDRAMに定め，そのために上述の３つの事業戦略
を追及し，これが結果的に先進国企業を凌駕するまでに成長する要因となった。
（３）米・日多国籍企業の役割
　最後に宋が注目したのは，日米多国籍企業の役割である。彼女によれば，「韓国半導体産業
の歴史は，日米企業からの技術導入・技術蓄積の歴史であった」61）という。保有資源は不足し，
半導体設計能力も皆無であった財閥企業の成功は，必要な技術的資源を日米企業から導入し，
発展させる能力に基づいていたのである。
　まず，60～70年代には，日米企業の代韓直接投資を契機に組立工程と検査工程にかかわる技
術が企業内技術移転を通して行われた。80年代には，米国に現地法人を設立し，現地の子会社
から本国の親会社に技術が逆移転された。この時期，財閥企業が現地法人の設立を積極的に行
ったのは，技術不足問題はともかく，日米企業の技術保護主義により，技術導入が困難になっ
59）同上書，97－99頁，柳町功（1995）前掲書，141－142頁。
60）同上書，100頁。
61）同上書，115頁。
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たことが背景にあった。また，この現地法人によって優秀な在米技術者と最先端技術を獲得す
ることができた。そして，80年代半ばには，外資導入法の改正で，技術導入の手続きがより一
層簡素化され，日米企業からライセンス契約による企業間技術移転が集中的に行われた。また，
80年代後半からは，半導体材料と製造装置分野への技術導入も増えた。90年代には，1M，
4M，16Mの製造技術と４Mの設計技術，検査技術など，より高度なレベルの技術が導入された。
これにより半導体量産の基盤を整えることができた62）。
　個別企業の観点から技術導入の実績を簡単に説明すると，三星電子は1983年に米国のマイク
ロン・テクノロジー社からメモリーチップとマスク製造に関する技術を導入し，製造工程技術
を日本のシャープから導入することによって，64Kの試作に成功した。その後，約40日あまりで，
日本とほとんど同じ水準といわれた92％まで歩留まり率を達成した63）。そして，翌年の６月，
第１ラインから量産が始まり，1984年８月に15万個，９月に81万個，12月には202万個のよう
に量産の立ち上がりは当初の予想をはるかに上回る実績であった64）。また，1989年の１Mの量
産能力は350万個に達し，4Mは91年に400万個，93年には800万個を達成するなど，世界最大の
生産体制を整えていた65）。
　一方，金星エレクトロン（現LG電子）は1985年，米AT&Tと合弁で金星半導体を設立する
ほか，AT&TとAMD（Advanced Micro Devices）から16Kと256Kのチップデザイン技術を
導入した。また，1989年には日立製作所と技術提携を結んでメモリー技術を導入している。現
代電子産業は1985年秋にVitelic社から設計技術を導入し，64K，16KSRAMの量産体制に突入
していった66）。
62）同上書，120－126頁。三星電子会長（当時）姜晋求氏はインタビューで，三星電子が現地法人を設立した
理由を次のように説明している。「韓国ではお金を払って他企業の技術者をスカウトしようとすると企業倫
理に反するというのが一般的な考え方です。他企業がせっかく育て上げた人材をお金で買収しようとする
行為は韓国人にとって許し難い行為なのです。しかし，欧米のような先進国ではこれに対する許容範囲が
極めて広く，……技術者が実力を認められて他企業にスカウトされたにも関わらず，企業主が技術者に対
して何の補償もせず，転職を止めようとすれば，それこそが技術者に対する無礼な要求だというのが欧米
の一般的な考え方です。したがって，米国などでは人材流出を防げるための補償制度が充実しています。
こういう制度が発達しているからこそ，技術者のスカウトが容易にできるわけです。」李章鎬（1994）「国
際競争と革新─三星電子電子姜晋求会長に聞く─」『西江Harvard Business』Vol.59，93頁。以上の発言から，
財閥企業の現地法人の設立目的は何よりも人材確保であったことが窺える。
63）宋娘沃（2005）前掲書，126－127頁。
64）三星電子株式会社編（1987）『三星半導体通信10年史』，365頁。
65）三星経済研究所（1995）「世界半導体産業の奇跡─三星大逆転劇の背景─」『CEO Information』第９号，3
－４頁。
66）山根眞一（2005）「韓国半導体産業の発展とLG半導体の奇跡─ビックディールによる合弁とLGの転進」『経
済論叢（京都大学）』第175巻第４号，27頁，宋娘沃，前掲書，127頁。
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　こうした日米多国籍企業からの技術導入は，その主体となる財閥企業の各社が独自の判断で
技術を導入したため，それぞれが重複した技術を導入したことになり，すべてが効率的であっ
たとはいえないという指摘もあるが67），しかし，結果的に見れば，韓国半導体産業のDRAM
生産の高度化，高集積化の実現，生産歩留まり率の向上に大きく貢献したといえる。
　以上，宋の三者同盟論について概観してきたが，国家の役割に関していえば，適切なタイミ
ングでの産業政策（外資導入法の制定，公的資金の導入など）を通して財閥企業への負担軽減
と技術力の成長を促す環境を整えた。財閥企業の役割に関しては，政府からの多面的な政策的
支援をもとに，自社が得意とするDRAM分野に特化して，経営資源を集中させた。また，跳
躍戦略を展開しながら，タスクフォース・チーム制度を採用すると同時に，並列開発システム
を構築することで，次世代製品の早期開発と生産効率を最大に上げることができた。
　一方，米・日多国籍企業は，ライセンシング契約によるロイヤリティ獲得をねらって，技術
移転を積極的に展開し，財閥企業の発展を技術的に支えた。それによって，財閥企業は必要と
する半導体工程技術や半導体製造装置などを手に入れることが可能となり，これは半導体の製
造技術を向上させる重要な一要因となった。さらに，政府が実施した技術導入自由化政策は，
技術導入の手続きを簡素化し，日米半導体企業の財閥企業への技術移転を制度的にサポートし
た。
　このように，宋の研究は，韓国半導体産業の発展要因を国家，財閥企業，日米多国籍企業の
３つに分類し，それぞれの役割と，これまでの研究では等閑視されてきた三者の相互関係，つ
まり，①日米企業と財閥企業との関係，②国家と財閥企業との関係，③日米企業と国家との関
係，④財閥企業の事業戦略を徹底的に分析した点で高く評価されるべきである。だが，いくつ
かの課題が残されているのも，また，事実である。
　第１に，次世代製品の開発から量産，ましては販売に至るまで，これらを実質的に担ってき
たのは財閥企業であったにもかかわらず，1990年代以降における企業観点からの発展メカニズ
ムについて，十分な説明がなされていないという点である。この結果，大まかに韓国半導体産
業の誕生から，主に政府の支援のもとで先進国企業の開発情報や最先端技術を利用し，発展し
てきたことを説明することができても，90年代以降顕著にみられるDRAMの急激な技術進歩
や競争環境の急激な変化のなかで，技術資源の乏しい韓国企業がいかにして最先端技術を獲得
し，日米企業よりも先んじて次世代半導体の開発に成功したのか，という問題について説明す
ることができない。
　つまり，90年代は後発の三星電子がDRAM分野に参入して以来，次世代製品開発の側面に
おいて日本企業を先導するほか，マーケット・シェア率においても世界１位を獲得した時期で
67）朴英元（2008）前掲書，191頁。
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ある。こうした成果は企業成長の過程で蓄積された技術やノウハウによるもの，としてみるこ
ともできるが，自社独自の技術能力を超える技術分野に対してはどのように対応していったか
を説明することができないのである。この点が明らかにされない限り，韓国半導体産業の発展
要因の全体像を解明することはできないと言わざるをえない。
　これと関連するのが日米企業と財閥企業との関係であるが，宋はこれらを韓国半導体産業発
展の重要な要因として位置づけながらも，その分析視点が技術導入のみに絞られている。三星
電子はそれが半導体産業で行われたがどうかは別にして，1986年から現在（2006年基準）に至
るまで，約129件の戦略的提携を日米企業と行ってきたといわれており68），ましてや同社が半
導体産業内で，はじめて日米企業と対等な関係で戦略的提携を結んだのも90年代に入ってから
のことである。
　以上のような事実は，90年代以降，技術的資源の制約を受けていた三星電子が最先端技術の
獲得を求めて日米企業との戦略的提携を積極的に推進してきた流れと見ることができる。した
がって，産業発展の一要因として日米多国籍企業と財閥企業との関係を論じるのであれば，そ
の手段として取り上げられている技術導入の視点のみならず，財閥企業との相互関係からなる
戦略的提携の視点にまで射程をもつ必要性があるだろう。
　しかしながら，宋の研究では，「日米企業が韓国半導体産業の形成と発展に貢献してきた」
としながらも，日米企業と財閥企業との戦略的提携を半導体産業発展の重要な手段として位置
づけるという視点が不十分である。
５．新たな分析視角の提示─戦略的提携論
　我々は，これまでの議論を通じ，韓国半導体産業の発展要因を論じるうえで，戦略的提携ア
プローチの必要性を認識した。つまり，戦略的提携の担った役割に関する議論を抜きにして発
展の全体像を解明することは難しいのである。上述のように，1990年代以降，DRAM事業の
あり方が変化し，韓国企業にもそれに順応した新たな戦略が見られるようになった。これまで
の韓国企業は自社に不足している経営資源を技術導入，或いはそれをベースにした自主開発を
通じて入手してきたが，様々な制約（技術移転の拒否，特許提訴など）がかかるようになり，
結果として次世代製品を開発するうえで，十分といえるような技術を獲得することができなく
なった。そこで韓国企業（三星電子）は，日米企業と戦略的提携を締結することで，これらの
68）李偉範・権英哲（2006）「グローバル企業の動態的能力と提携─三星電子を中心に─」『経営教育研究（韓
国経営学会）』第９巻第２号，65頁。宋自身も著書のなかで，残された課題の１つとして，韓国半導体産業
のグローバル展開に関する分析とその先で検討されるべき戦略的提携に関して取り上げられていないこと
を指摘している（宋娘沃（2005）前掲書，210頁）。
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諸問題に対処してきたのである。
　しかし，これまでの議論では，以下のような問題があった。
① 技術・熟練節約的発展論：財閥企業と装置メーカー間の協力関係が全く考慮されず，同企業
がME化された装置を購入した点のみが強調されている。
② 技術移転論：戦略的提携を，韓国企業の技術レベルが相当の水準まで到達していることを示
すものとして用いられることはあっても，それが半導体産業の発展にどのような役割を果た
したのかについて関心を向けることはなかった。
③ 三者同盟論：90年代以降顕著にみられるDRAMの急激な技術進歩や競争環境の急激な変化
のなかで，技術資源の乏しい韓国企業がいかにして最先端技術を獲得し，日米企業よりも先
んじて次世代半導体の開発に成功したのか，という問題について説明されていない。さらに，
国家，財閥企業，日米企業という三者が相互に関連しあって発展してきたと主張するものの，
日米企業と財閥企業との関係に関する分析視点は，技術導入のみに絞られている。　
　以上のように，従来の分析枠組みでは，日米企業との戦略的提携が韓国半導体産業の発展に
どのように貢献したのかについて十分な説明がされてこなかった。その理由としては， 産業の
実質的な担い手である財閥企業（三星電子）の場合，半導体分野において今日では世界トップ
クラスの企業として位置づけられているものの，1980年代前半のDRAMビジネス参入期には，
技術蓄積が限りなくゼロに近い状態であったために，極めて厳しい条件からのスタートとなっ
たことが挙げられる。
　一般的に，発展途上国の経済発展や産業発展に関しては今までに政府の役割に加えて69），先
進国の役割をも強調されてきた。具体的には，政府の産業育成政策と先進国からの技術移転が
発展の主要因であったと論じられてきた。というのも，薜國萍が指摘するように，生産能力や，
研究開発能力，マネジメント能力，ブランドネーム，マーケティング能力，これらいずれの側
面からみても，発展途上国の企業はこれまでの蓄積が皆無であるからである。そのため，先進
企業に比べて劣位にあるのは当然のことである70）。そして，韓国半導体産業の発展もこうした
分析枠組みをもって論じることができるのである。
　つまり，三星電子のような後発国企業が技術的遅れを克服するためには共同研究開発プロジ
ェクトに代表される政府の手厚い支援と先進国企業からの技術移転は必要不可欠であった。さ
らに，戦略的提携は相互補完を含意するので，三星電子がそれなりの相互補完的な能力を整え
ておらず，日米企業と提携関係を構築することも容易ではなかった。それゆえ，韓国の発展メ
カニズムに関する従来の研究では必然的に政府と日米企業の役割が強調されてきたのである。
69）徐正解（1995）『企業戦略と産業発展─韓国半導体産業のキャッチアップ・プロセス─』白桃書房，44頁。
70）薜國萍（1998）「エイサーの競争優位の源泉」『国際ビジネス研究学会年報─アジア企業とグローバル・ス
タンダード─』第４号，239－240頁。
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これらの外部的支援を背後に財閥企業が半導体産業で急成長し，結果的に韓国半導体産業の発
展に結びついたという意味では，これらの三者がそれぞれの役割を果たし，また，それが相互
に関連しあって韓国の発展をもたらしたといえるかもしれない。
　しかし，90年代以降，財閥企業，とりわけ三星電子の技術蓄積が進み，一部ではあるものの，
技術水準が日米企業を完全に凌ぐほどのレベルに到達するようになると，製品開発の過程で日
米企業からの技術移転を受けなくなった。さらに，次世代製品開発の過程で政府主導の共同研
究開発プロジェクトより，企業独自の戦略による成果が目立つようになった。たとえば，三星
電子は1993年11月からスタートした256M半導体共同研究開発プロジェクトに参加しながらも
1994年３月にNECと256M共同開発のための戦略的提携を行っている。この提携で三星電子は，
半導体製品の高集積化の牽引役として世界中の半導体メーカーが先を争って開発を進めている
0.25nm級の核心工程開発71）に関する技術協力をNECに要請しており，1994年８月に世界で始
めて256Mの試作に成功している。ここで興味深いのは政府主導の共同研究開発プロジェクト
でも0.25nm級の核心工程開発に重点が置かれていたという点である72）。しかし，同プロジェク
トの統括機関である半導体研究組合からは1994年11月の時点で開発成功には至っていないと報
告されている73）。
　これは90年代以降，三星電子が次世代製品を開発するうえで必要な技術的資源を，これまで
のように，日米企業からの技術移転や政府が主導する共同研究開発に依存して獲得するのでは
なく，自社の強みを生かし，日米企業との戦略的提携を通じて獲得するようになったことを意
味するにほかならない74）。三星電子が世界市場でトップの地位にいる現在において，日米企業
による技術移転はほとんど無くなったとしても，未だに様々な形での政府からの支援が存在す
るのも確かな事実である。しかし，これは副次的な要因として捉えるべきであり，90年代以降
の韓国半導体産業の発展要因を的確に捉えるためには，企業戦略の観点からの分析が不可欠で
あると指摘せざるをえない。そして，その一環として注目されるのが日米企業（とくに日本企
71）杉本茂樹・神垣哲也・上條浩幸（2004）「半導体プロセス技術の進歩と課題」『東芝レビュー』Vol.59，
No.８，２頁。
72）256M試作品の開発以外に256MDRAM半導体共同研究開発プロジェクトでは，0.25μm微細化加工及び生産
技術確保，主要半導体装備及び素材の国産化の基盤造成という目的が掲げられていた。詳しくは，韓国科
学技術処（1992.４）『21世紀先導技術開発事業─超高集積半導体（256MDRAM）研究企画（案）─』，23
頁を参照されたい。
73）256MDRAM半導体共同研究開発プロジェクトの成果については韓国科学技術処（1994.12）『93年度次世代
半導体基盤技術開発事業研究管理及び評価事業』，47－48頁を参照されたい。
74）また，韓国政府は共同研究開発のみならず，「G７プロジェクト」という半導体育成計画を打ち出すものの，
これは製造装置や非メモリー関連の共同研究開発が主流としている。詳しくは宋娘沃（2005）前掲書，163
－164頁を参照されたい。
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業）との戦略的提携であり，重要な発展要因として認識することができる。
　では，戦略的提携とはいったいどういうものであろか。以下では，それについて間単に触れ
ておきたい。歴史的にみれば提携と呼ばれる現象がみられたのは近年のことではなく，以前か
ら資本提携や業務提携など，さまざまな提携がみられた。そして1980年後半以降から，グロー
バル化時代に生き残るための生存手段として，「戦略性」を含んだ提携（Strategic alliance）
というものが注目を浴びるようになった。以下では，先行研究を踏まえたうえで，提携の戦略
性に注目し，本稿で扱う戦略的提携の定義を明確にする。
　戦略的提携の役割は，グローバルな競争が激しくなった経営環境の要因に対して，企業が様々
な競争的優位を獲得する手段として用いられるものであり，また，「戦略的提携論が活発に議
論されているにもかかわらず，その意味についてはほとんど理解されていない。」と指摘する
ヨシノ・ランガンは，戦略的提携が競争力構築のために有効的な手段になるので，長期的な戦
略計画の一環として位置づけている。そして，以下の条件が同時に揃えれば，戦略的提携であ
るとしている75）。
①合意された目標を追求するために結成された２つ以上の企業が提携後も独立性を維持する。
②パートナー間の利益を共有し，担当課業の成果を統制する。
③パートナー企業が技術，製品など１つ以上の重要な戦略的領域において持続的に貢献する。
　この３つの特徴に照らし合わせたとき（議論の余地はあるものの），富士フィルムとゼロッ
クスの合弁会社である富士ゼロックスの事例からわかるように，ライセンシング，クロス・ラ
イセンシング，フランチャイズ契約など，従来からみられる企業間の契約関係と相手企業の資
本コントロールに基づくM&Aは戦略的提携の範疇に入らないとしている76）。そして，戦略的
提携の今日的特性として，①国際的な戦略的提携，②ライバル企業との提携，③業際的な提携
の３点を指摘している77）。
75）Yoshino, M. Y., Rangan, U.S., (1995) Strategic Alliances, Harvard Business School Press., p.5.
76）Ibid, p.5.富士ゼロックスに対する詳しい分析については，Ibid, p.6.を参照されたい。
77）さらに詳しく述べると，①の国際的な戦略的提携は，企業間の連結（linkage）が，国内サプライヤーおよ
び販売業者の間で結ばれていたのが，ますます国境を越えた関係に取ってかわっている。②のライバル企
業との提携は，わずか10年前には誰もが予測し得なかったトヨタとGM，フォードと日産の提携の事例から
わかるように，ライバル企業間で結ばれることが多いのも，新しい戦略的提携（new alliance）がもつ特性
である。そして③の業際的な提携は，ライバル企業や国際的な戦略的提携のみならず，ソニーとアップル
コンピューター，GMと日立などの事例からわかるように，それぞれ属している産業は異なるものの，提携
関係を構築している。この①～④で見られる傾向は，自動車産業のみならず，家電，半導体，コンピュー
ター産業など幅広い分野において顕著に現れており，新しい戦略的提携の特性として指摘されている。
Ibid, pp.9－16.
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　さらに，彼らは戦略的提携において資本関係の重要性を指摘しているが，それは所有がしば
しばパートナー間の経営責任の分担，つまり提携に関連する重要な決定に対して戦略的なコン
トロールの程度を反映するからである78）。
　野中郁次郎は，①長期性，②戦略的意図（戦略性），③対等性が揃えれば，戦略的提携であ
るとしている79）。
① の長期性とは，単発で終わることのないある種の関係が一定期間成立することを示す。これ
は企業が短期間な利益を目的とせずに，何らかの協力関係が存在することを意味する。
② の戦略的意図とは，パートナー同士が自社の競争優位を確立するという明確な戦略的意図を
背景に関係が成立していることを示す。このことによって企業の機会主義的行動が生まれ，
協力関係が破綻するリスクが常に存在する。
③ の対等性は，パートナー同士で主従関係が存在しないことを意味する。すなわち技術力など
を含めて，包括的に均等なバーゲニング・パワーが存在して初めて，パートナー間で自律性
が確保される。しかし，言い換えれば，企業同士で葛藤が生じた場合には，公式的な調整関
係がないことを意味し，その関係は自ら不安定なものとなりがちである。その不安定性の故
に戦略的提携のあるべき姿（質的な発展）である組織間の知識創造が行われる可能性が存在
するという。
　この点を捉えるために，彼は「相互補完型（complementa-rity）」と「共同創造型（Joint 
Creation）」の２つのタイプに戦略的提携を大別している。まず，相互補完型とは，新技術や
新市場への迅速なアクセスや共同作業（研究・生産）による規模の経済性の追求，または補完
的スキルの獲得や複数企業間でのシナジーの追求がその狙いとされる。これに対して，共同創
造型は，相互補完型の戦略的提携より，さらに進化したものであり，相互に保有する知識から
創発的に新たな知識の創出することを目的とする。そして，この共同創造段階に到達すること
によって戦略的提携は真の意味がある。
　伊藤邦雄・鈴木智弘は過酷な競争環境，つまり技術進化による開発時間の長さと膨大な研究
開発・製造費の負担が企業を戦略的提携に向かわせたとし，その特徴について以下の４点を指
摘している80）。
① 戦略的提携は企業の取り巻く環境の劇的な変化に企業が積極的に対応するための有力な戦略
の１つである。
② 戦略的提携は独立して主体の存在を前提としており，その主体間の様々な協力関係を意味す
78）Ibid, p.82.
79）野中郁次郎（1991）「戦略提携序説」『ビジネス・レビュー』Vol.38, No.4, ５－６頁。
80）伊藤邦雄・鈴木智弘（1991），「戦略的提携によるグローバル・リンケージの創造─「情報の論理」と「資
本の論理」の動的バランス─」『ビジネス・レビュー』Vol.38, No.4, 16－17頁。
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る。そういう面で主体性の欠けるM&Aは戦略的提携として認めていない。
③ 対等性である。すなわち垂直的関係というよりは，水平的関係を維持しているため，互恵的
なものだと言える。
④ 戦略的提携は企業が環境変化に応じて，対等の独立した主体間で，経営資源の交換ないしは
経営資源の共同開発を目的として構築する互恵的関係である。
　さらに彼は，戦略的提携にまつわる期待と不安は，「資本の論理」と「情報の論理」のそれ
ぞれがもつ特性と両者の相剋から生ずるとしている。「資本の論理」とは，所有権ないしは支
配権に由来する様々な権限，あるいはそれに基づく企業の行動や発言力をいう。「資本の論理」
のもとでは，資本比率は，様々な活動のプロセスや成果へのコントロールを左右するものとし
て捉えられてきた。他方の「情報の論理」とは，戦略的経営資源としての情報の獲得，交換，
創造を重視するものである。ここでの情報とは，企業の保有する技術を含む広義なものである。
したがって「学習の論理」あるいは「知識の論理」とも言い換えられる。そして「資本の論理」
と「情報の論理」のバランスが巧みにとられたとき，戦略的提携の成功のために重要なポイン
トとなる「自律性と相互依存」と「長期的関係とパートタイム関係の両立」という課題をクリ
アすることができるという81）。
　グローバリゼーションの大きな流れが，企業間に熾烈な競争を生み出し，それに勝ち抜くた
めの方法として最もよく用いられるのが戦略的提携である主張するハメルらは，戦略的提携を
パートナーの組織能力を理解するための「窓」として位置づけている。彼らは５年以上の時間
を費やして15社に及ぶ世界各地企業の戦略的提携の内部調査を行った。その結果，競争関係に
ある企業との競争的協力（competitive collaboration）が近年における戦略的提携の特徴であ
ることを明らかにした。そして，日本企業が戦略的提携による学習を通じて成長してきた事例
をあげ，知識学習の重要性を強調している。すなわち戦略的意図のもとで，パートナーから学
習できる能力の向上が，戦略的提携の成否を決めるとして，こういった点が今日の戦略的提携
の特徴であると彼らはいう82）。
　洪裕洙は戦略的提携について，「２つ以上の企業が競争力確保を目的に一定期間，経営資源
を共有し，共同で事業を展開する持続的な協力関係を意味する。さらに「戦略」と「提携」の
２つの概念が結ばれており，競争力強化，相互補完，持続性などが戦略的要素である」として
いる83）。
81）同上書，23－26頁。
82）Hamel, G., Y. L. Doz., C. K, Prahalad., (1989) “Collaborate with your Competitors and Win”, Harvard 
Business Review, Jan-Feb, ダイアモンド社訳（2005）「ライバルとのコラボレーション戦略」『ダイヤモン
ドハーバード・ビジネス・レビュー』２月号。
83）洪裕洙（1994）『戦略的提携と技術革新の国際化』対外経済政策研究院，９－10頁。
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　これらの一連の研究では主に，外部要因の戦略的提携を企業が競争優位を構築していくうえ
で必要な資源を獲得（学習及び相互補完）する手段として捉えており，その重要な特徴の１つ
である協力企業間の対等性は，資本ないし保有技術のバランスによって規定されていることが
明らかにされている。そして，企業が戦略的提携を選ぶ理由を，グローバル競争の激化，つま
り外部環境に求めている。しかし，企業が提携を選好する要因は企業内部にも存在するので，
これらも含めて提携の戦略性を追及する必要性がある。この点について言及している研究とし
ては徳田昭雄の研究が挙げられる。
　徳田は，企業の内部要因と外部要因が双方に等しく関わりあって，その両者の間を望ましい
形でつなぐ連結ピンの役割をするのが経営戦略であり，提携の戦略性を外部要因の絡みで議論
するのであれば，同時に，企業の内部要因にも着目して提携の戦略性を解明しなければならな
いとし，これは経営戦略の理論から必然的帰結であるとしている84）。とくに，企業の内部要因
に着目した場合，経営戦略の役割は「希少性の高い経営資源を自社に蓄積して，それらをうま
く活用する能力を備えておく」，というものであり，これは自社の資源に限らず，他社の経営
資源も範疇に入ってくる。そして，他社との相互関係を視野に入れて経営戦略を立案・実行し
ていかなければならないと経営者が認識したときにはじめて内部要因との絡みで提携の戦略性
を把握することができるという85）。
　それゆえに，彼が捉える戦略的提携とは，「希少性の高い経営資源の蓄積に向けて他社から
経営資源を獲得し，それらを他社の経営資源を利用してうまく活用し，自社の経営資源を有利
に展開させていくための手段」86）である。ここで，希少性の高い経営資源は，組織間の学習
を通じて自社に蓄積していくことができる87）。
　このように徳田の研究は，提携の戦略性を企業内外の経営資源に着目して，それを「活用」「獲
得」「展開」という３つの側面で論じているということで，とくに資源の「獲得」に目を向けば，
本稿で捉える韓国半導体産業の発展要因を分析するうえで重要な示唆を与えてくれる。具体的
には，三星電子のような特定分野に限って強みをもつ企業，或いは保有資源の乏しい後発企業
は戦略的提携を活用して自社にとって希少性の高い資源を他者から獲得できるということが示
唆されている。
　以上，従来の研究からもわかるように，戦略的提携の捉え方は実に様々であり，必ずしも共
通の理解が得られているわけではない。その原因は，研究が進められる時代背景と分析対象（企
業）の相違によるところが大きい。換言すれば，企業の内部要因自体は企業の数だけ存在する
84）徳田昭雄（2000）『グローバル企業の戦略的提携』ミネルヴァ書房，97－98頁。
85）同上書，104－105頁。
86）同上書，116頁。
87）同上書，106頁。
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といっても過言ではないし，産業の特性によって戦略のあり方も異なってくる。
　したがって，提携の戦略性を明らかにするためには，より本質的な側面から追求していかな
ければならない。つまり，自社に多大な利益をもたらす可能性が高い事業分野，或いは他社と
の競争で落伍した場合，自社に多大な損害を与える可能性が高い事業分野で，当該企業の経営
者が必要不可欠であると認識したうえで実行される提携であれば，その提携は「戦略性」を内
包していると見ても良いだろう。もちろん，経営者は自社を取り巻く経営環境と内部的要因を
十分考慮したうえでの意思決定である。さらにここには，①対等性②相互補完性，③競争的協
力という条件が加わる。
　①にいう対等性については，協力企業間の関係において，主従関係が存在せず，水平的関係
を維持しているため，互恵的なものだと言える。しかし換言すれば，企業同士の葛藤が生じた
とき，調整が非常に難しく，不安定なものになりかちである。一方，その不安定性の故に戦略
的提携のあるべき姿（質的な発展）である組織間の知識創造が行われる可能性が存在する。
　②の相互補完性は，欠落している技術的資源を相互補完するということである。
　③の競争的協力は，産業を超えての戦略的提携が増えている一方で，競争と共存が並行して
行われている。その主な理由としては，新製品の開発におけるコストとリスクの負担や産業へ
の迅速な参入などがあげられる。
　以上，各論者の議論を踏まえて，本稿では戦略的提携を，「競争関係にある企業同士が対等
性を維持しながら，競争力を高めるという明確な戦略的意図のもとで，共通の目的をもち，そ
れを達成するために協力すること」として捉える。ここで指摘する目的とは，「それぞれの自
社の中核となる資源を融合させ，新たな価値創造を実現すること」を意味する。そして協力企
業同士が事業を展開していくうえで発生したリスクと利益は常に共有されなければならない。
　ただし，戦略的提携が万能な戦略ではない点に留意する必要がある。むしろ，戦略的提携は
成功事例より，失敗事例の報告数が圧倒的に多い。上述のように戦略的提携は競争的協力関係
なので，メリットが多いだけに，リスクも極めて大きいというのが提携で見られる最も大きな
特徴かも知れない。提携を行うことによって想定される最も大きいリスクは，相手企業に自社
の技術が漏れるということであろう。とくに，最先端技術を必要とするIT産業での技術流出
は企業にとって致命的なものである。しかし，戦略的提携を成功に結びつけるためには，自社
の中核的な技術を相手企業に開示しなければならず，その過程で技術流出が起きる可能性が高
い。逆に，技術流出を恐れて，技術の開示に消極的だとその提携は失敗に終わってしまうので
ある。にもかかわらず，経営者がこれらのリスクを超える何らかのメリット見込んで提携を推
進するのであれば，それこそが真の意味での戦略性を意味するのであろう。
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６．おわりに
　本稿では，韓国半導体産業の発展に対する分析視角を明確にすべく，主要な先行研究のサー
ベイを行い，各議論の意義と限界について検討してきた。これらの一連の研究は主に，韓国企
業は戦略製品としてDRAMを選択し，時間のかかる独自技術による研究開発は製造装置の購
入や技術導入に依存しつつも，それを自社独自のR&D活動に活用したことが指摘された。また，
製品の開発と量産を円滑に進めるために，タスクフォース・チーム制度を採用すると同時に，
並列開発システムを構築していたことが明らかにされている。その結果，1980年代末頃から，
韓国企業（すなわち，三星電子）は自主開発段階に移行した，という結論に至っている。そし
て，これらを支えてきたのが，政府の手厚い金銭的，政策的な支援と財閥ならではの大胆な意
思決定能力であったといわれている。
　以上のように，これらの先行研究は韓国半導体産業の発展要因を分析するうえで，それぞれ
有効なフレームワークを提示しており，優れた業績であることに異論はない。しかし，三星電
子が自社内部に不足している技術的資源を日米企業との協力関係を通じて自社に取り入れる動
態的な過程が考慮されず，事実上，先進国からの一方的な技術移転と，それをベースにした自
主開発の成果のみが分析対象となっている。これが問題となるのは，90年代以降，三星電子が
日米企業から激しい技術牽制を受け，技術導入が困難になったとき，或いはDRAMの度高集
積化が進むにつれ，三星電子の自主開発能力では対処しきれない技術的限界が生じた場合，ど
のように対応していったのか，という疑問に答えることができないのである。
　羽田裕一氏（NEC専務・メモリ事業本部長）は三星電子の技術力について，「（日本企業が）
総合力では確かに優れるが，ある技術に特定すれば，韓国の企業でも日本をはるかに上回る技
術力を持っている」88）と評価している。この発言から三星電子の技術レベルがかなりの水準
まで到達していることが窺える。しかし，他面では特定の技術分野を除けば，依然として日本
企業との技術的格差が存在している，という風にも捉えられるのである。
　すなわち，三星電子の技術レベルが一定の水準まで到達しているとしても，外部資源の活用
は自社戦略を展開していくうえで，欠かせないものであったと考えられる。そして，競争環境
の急激な変化に応じて三星電子は技術導入以外にも，日米企業との戦略的提携を積極的に展開
してきたのである。しかし，服部にしろ，裵や宋にしろ，自社が必要とする様々な経営資源を
外部から取り入れる手段としては技術導入のみが論じられており，それだけでは，韓国半導体
産業の発展要因を的確に捉えることはできないと言わざるをえないのである。
88）日経BP社編（1996）『日経ビジネス』1996年11月11日号，164頁。
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　したがって，これまでのように，韓国半導体産業の発展要因を，政府の積極的な支援，先進
国企業からの技術導入とそれをベースにした自主開発体制の構築などとしてのみ捉えるのでは
なく，日米企業との戦略的提携による成長としてもみることによって，新しい分析の視角を提
示できるのではないか指摘して，本稿を閉じることとする。
 （2011年11月20日受理）
